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         ニッセイメール配信サービス（メルマガ） 

                 

    【メルマガ内容】 

 

        ＤＢ基金（〇）  ＤＢ規約（〇）  ＤＣ  （〇） 

        厚年基金（〇）  会計基準（ ）  その他 （  ） 

        【タイトル】企業年金の普及拡大等について 

           ／社会保障審議会企業年金・個人年金部会（第５回） 

 

☆***********************************************************************☆ 

 

 

平素より当社社業につき格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 

厚生労働省は、２０１９年５月１７日、社会保障審議会企業年金・個人年金部会 

（第５回）を開催しました。 

 

今回は、「企業年金の普及・拡大」に関して、前々回までの関係団体に対するヒアリング 

で示された意見・事務局による現状の整理が示された後、議論が行われました。 

 

 

【議事】 

 

 （１）ヒアリング等における主な意見 

 

   前々回までに行われた関係団体からのヒアリング結果のうち、 

   「企業年金の普及・拡大」について、事務局による整理が改めて示されました。 

 

    企業年金の普及・拡大 

     ・カバー率（カバレッジの低下、企業規模間の格差） 

     ・柔軟で弾力的な設計 

     ・事務負担の軽減（事務の簡素化、電子化等） 

     ・特別法人税 

 



 （２）企業年金の普及・拡大について 

 

   企業年金の普及・拡大について、事務局から、以下のような 

   論点による整理が示されました。 

 

    ①総論 

     ・退職給付制度の歴史的な変遷 

     ・退職給付制度の実施状況 

     ・ＯＥＣＤ諸国の私的年金制度の加入率 

 

    ②中小企業向けの取組 

     ・受託保証型ＤＢ、簡易基準に基づくＤＢ、総合型ＤＢの普及状況等について 

     ・簡易型ＤＣの普及状況（導入実績なし）等について 

     ・中小企業退職金共済制度の普及状況等について 

     ・中小事業主掛金納付制度（iDeCo＋）の普及状況・事務手続き等について 

     ・海外の年金制度について（アメリカのＩＲＡ、イギリスの自動加入制度、 

      ドイツのリースター年金） 

 

    ③柔軟で弾力的な設計 

     ・キャッシュバランスプランについて 

     ・リスク対応掛金について 

     ・リスク分担型企業年金について 

     ・ＤＢの給付減額について（リスク分担型企業年金の移行時・合併時、 

ＤＢの定年延長時） 

     ・終身年金について（死亡率の変動を勘案した調整率の導入提案等） 

 

    ④その他 

     ・年金バイアウトについて 

     ・特別法人税について 

     ・企業年金の税制の在り方について 

 

 

これらの事務局からの説明に続いて、委員からは次のような意見が出されました。 

 

 

 



【委員からの意見（主なもの）】 

 

 －総合型ＤＣが中小企業の受皿として存在しており、簡易型ＤＣはニーズがないの 

  ではないか。実績がないということもあり、廃止することも選択肢に入れてはどうか。 

  （ＮＰＯ法人） 

 

 －簡易型ＤＣの改善を検討してはどうか。１００名以下という基準を緩和するなど。 

  （シンクタンク・企業年金連合会） 

 

 －ＤＣの普及に当たっては、書類の不備をなくし、手続きを簡素化するため電子化 

  の検討も必要。（社会保険労務士・国民年金基金連合会） 

 

 －特別法人税は廃止してほしい。（経営者団体・企業年金連合会） 

 

 －リスク分担型ＤＢにおいて、合併時は財政状況が良い方の企業が悪化するため、 

  良い方の企業については給付減額の基準を緩和することも検討してほしい。 

  また、ＤＢにおいて、終身年金現価率の増減を勘案した調整率を乗じる手法を 

  用いることで、長寿化リスクを緩和し、普及促進につながる可能性があるのでは 

ないか。（年金数理人） 

 

 －私的年金の給付水準が下がってきており、公的年金の補完として不十分に 

  ならないよう留意する必要がある。 

  簡易型ＤＣについては、中退共との棲み分けが不十分なのではないか。 

  （労働組合） 

 

 －制度導入に当たっての手続き負担の具体的な中身を調査してほしい。 

  制度が理解しづらいことによって普及が阻害されている面もあると思うので、 

  広報の面でも理解促進の検討をいただきたい。（大学教授） 

 

 －iDeCo＋は企業年金か否か、といった議論もあったが各制度の境界線は曖昧に 

  なってきており、中退共の位置付けも含めて、退職金・年金制度全体で 

  考えていく必要がある。（大学教授） 

 

 

 

 



 ＊当日の資料は、以下の厚生労働省ＨＰに掲載されています。 

  <https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04714.html> 

 

 

 

～メルマガのバックナンバーを掲載しています～ 

<http://www.nenkin.nissay.co.jp/info/report.htm> 

バックナンバーでは、過去の年金ＮＥＷＳ・メルマガに加え、マーケット情報等 

（Ｄａｉｌｙ市場レポート、臨時市場レポート、第１特約運用状況）をご覧いた 

だくことができます。 
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